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「国民生活基礎調査」データに基づく居宅介護
サービス利用に関する多変量プロビット分析

山村 麻理子1,2 ・����原 宏和3

（受付 2006 年 8 月 4日；改訂 2007 年 1月 26日）

要 旨

多変量プロビットモデルは，複数の 2値データについて，互いに相関を考慮し同時に解析
を行う事ができるモデルである．本研究の目的は，厚生労働省が全国を対象に実施するアン
ケート調査の国民生活基礎調査において，平成 13年に新たに加わった介護票より，居宅介護
サービス利用に関する分析への本モデルの適用可能性を検討することである．分析結果から各
居宅介護サービスの利用要因については，訪問系の居宅介護サービスは健康状態が重く家族介
護力の低い要介護者に多く利用されていることが分かった．同様に通所系居宅介護サービスで
は，健康状態は中間層で軽いもしくは重くはなく，家族介護力は高い要介護者が多くみられた．
ショートステイについては，最も健康状態の軽い要介護者を基準とすると，基準より重い健康
状態で，家族介護力は高い要介護者の利用が多かった．同時に利用が行われているサービスの
組合せについて，訪問系と通所系のサービスのいずれか一方が利用されている傾向がややあり，
両サービスをそれぞれ利用している高齢者の健康状態や世帯像，および居宅介護サービスに対
するニーズが異なることが予想された．得られた解析結果は，常識的に予想されるものであり，
多変量プロビットモデルを用いた解析法は，十分に実解析に適用可能であると考えられた．

キーワード：介護保険制度，居宅介護サービス利用，国民生活基礎調査，多変量二値
変数データ，多変量プロビットモデル．

1. はじめに

平成 12年に介護保険制度が導入されて以来，我が国では着実に居宅介護サービスの提供及び
利用が広がっている．居宅介護サービスの内容は医師や看護師，理学及び作業療法士等による
専門的な知識を要するサービスと，家庭において家族が提供できるサービスとに分けられる．
例えば前者は，医師の指示にもとづき，理学療法や作業療法などのリハビリテーションの提供
を行う訪問リハビリテーション（以下，訪問リハ）や 通所リハビリテーション（以下，通所リ
ハ）のサービスが，後者は，食事，掃除，洗濯などのホームヘルプサービスを提供する訪問介護
があげられる．以上の居宅介護サービスの内容の違いは，利用者のニーズを異ならせる．前者
の利用を希望する要介護者は医療同様に身体に対する専門的なケアを希望し，後者では家事や
掃除など日々の生活補助を希望しているであろう．これらの異なるニーズから各居宅介護サー
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ビスの利用を決定する要因は，前者のサービス内容を希望する要介護者の健康状態と，後者の
内容を希望する家庭内での介護の有無（以下，家族介護力と表すこととする）に分けられると考
えられる．
居宅介護サービスの利用状況に関して，要介護者の健康状態や家族介護力を同時に踏まえて

把握することは今後の介護保険制度の維持に必要不可欠である．居宅介護サービスは，寝たき
り等，高齢者の長期化する病院や介護施設への入院や入所に代わり，在宅で生活を続ける自立
支援機能をもつサービスとして注目されている．しかしながら，医療とさらに連携したサービ
ス提供が実際には必要であることが課題である．よって，それぞれの居宅介護サービスを利用
している要介護者の医療ニーズとして，要介護者の健康状態や医療サービスの利用状況，及び
患っている疾患の特徴等を把握しておくことが，今後の介護と医療サービスの連携に重要であ
ろう．要介護者の家族介護力については，減少する世帯が急速に増えていく．それは，少子高
齢化社会や就労などによる若者の都市部への移住により，子供と同居しない高齢者世帯が増加
するからである．そこで家族介護力の低い高齢者が必要とする居宅介護サービスを明らかにす
ることで，高齢化社会でさらに必要度の増す居宅介護サービスを予測しておくことが必要であ
ると思われる．
健康状態もしくは家族介護力が介護利用に与える影響について調べた研究について，例えば

Coughlin et al.（1992）では，健康状態が深刻であり，年齢が高いほど居宅介護サービスを利用
することが述べられている．家族介護力については，施設介護サービスにおいて配偶者がいる
要介護者よりもいない要介護者の利用が多く（Murtaugh et al., 1997），入所期間も短いことが
報告されている（Garber and MaCurdy, 1990; Morris et al., 1994）．これらの研究成果は Norton

（2000）が詳しい．
我国では，介護保険制度以前において，大日（2000）がアンケート調査による高齢者福祉サー

ビス利用希望の結果を用いて需要分析を行ったところ，介護サービスの利用は家庭内に無業者
がいると減少し，家族介護力と強い代替性が確認された．そして仮想的にあてはめた要介護度
とは，明確な関係は示されなかった．また，遠藤・吉田（2001）では，同居世帯比率の高い地域
では訪問介護の利用が減少することを明らかにしている．介護保険制度導入後の研究では，大
日（2002a）により，要介護者の自己負担額を被説明変数として介護需要の推定が行われており，
世帯所得が高いほど介護サービスは利用され，また，家族介護が居宅介護サービスに対し代替
的であることを否定し，むしろ補完的であることが示されている．続いて大日（2002b）では，別
居世帯高齢者の介護サービス需要の価格弾力性を推定しており，ある水準以下の要介護度であ
る老夫婦世帯は独居高齢者よりも介護費用が高く，これは介護サービスが要介護者本人だけで
なく，その他の世帯員にも便益を及ぼすためと説明している．
先の大日（2002a）等で高齢者の健康状態と家族介護力とのいずれか，もしくは両方の変数を

用い分析を行った研究がみられるものの，データが介護保険制度導入以前のものであることや，
健康状態についてはデータが乏しく，医療の利用状況や疾病が把握されていなかった．また，
利用を行う要因がそれぞれ異なると思われる各居宅介護サービスの需要分析を，居宅介護サー
ビスの利用の有無という 1つの変数にまとめて行っていたことが問題として残っている．
そして，各居宅介護サービスは複数同時に利用が行われることが多く，各居宅介護サービス

の利用を個別に解析する方法では，サービス間の利用の相関を調べることができず，また各サー
ビスの利用状況を比較することができない．そのため，重複回答を許した相関を持つ 2値変数
データを解析するモデルが必要となる．多変量プロビットモデル（Multivariate Probit Model;

Ashford and Sowden, 1970, 等）はそのようなデータを解析できるモデルとして古くから知られ
てるモデルであるが，推定には多変量正規分布の密度関数の多重積分が必要となり，実解析に
は敬遠されがちであった．しかしながら近年の計算機の発達や重積分の計算のアルゴリズムの
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開発により，解析のためのソフトウエアも開発され，実際の解析に複雑なプログラムを組むこ
となく，誰でも気軽に推定を行うことができるようになってきている．
本研究の目的は，厚生労働省が全国を対象に実施するアンケート調査の国民生活基礎調査に

おいて，平成 13年に新たに加わった介護票より，居宅介護サービス利用に関する分析への多
変量プロビットモデルの適用可能性を検討することである．解析には，既存の統計解析ソフト
ウエア Stata にあるプログラム mvprobit（Cappellari and Jenkins, 2003）を用いた．多変量プ
ロビットモデルを用いることで，各居宅介護サービスの利用が個別に行われているのではなく
総括的に行われている状況を推定結果に反映させることができる．推定結果から，各居宅介護
サービスを利用する高齢者の健康状態や家族介護力の特徴が明らかになり，さらに，各居宅介
護サービスの同時利用の状況が把握される．
以下，第 2章で平成 13年国民生活基礎調査より本研究に使用するデータについて述べ，第

3章で多変量プロビットモデルの説明を行い，第 4章で多変量プロビットモデルをあてはめた
推定結果を示し，最後に第 5章で研究結果を取りまとめた．

2. データ

本研究に使用するデータは平成 13年国民生活基礎調査の世帯票・健康票・介護票を同一個
人ごとに突合せすることで作成した（厚生労働省大臣官房統計情報部, 2003; 医療経済研究機構,

2006a, 2006b）．高齢者の居宅介護サービス利用について明らかにすることが本研究の目的であ
ることから，分析対象者は介護保険の第 1号被保険者（65歳以上の要介護者および要支援者）
で，居宅介護サービスのみを利用しており，施設介護サービスは利用していない．データの欠
損値を除いた後，本分析に使用する標本数は 1,964 である．居宅介護サービスの利用状況は，
平成 13年 5月の訪問介護，訪問入浴，訪問看護，訪問リハ，通所介護，通所リハ，短期入所生
活介護，短期入所療養介護，認知症対応型共同生活介護（グループホーム）についてである．要
介護者は，2つ以上の居宅介護サービスを併せて利用している場合があり，それぞれの居宅介
護サービスの利用者は重複している．
居宅介護サービスのうち認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は，利用者数が 3で

分析を行うのに十分な個体数が確保されていないことから，分析の対象から省いた．短期入所
療養介護については，利用者数が 45と小さく，短期入所生活介護と合わせてショートステイ
としてまとめて扱った．以上から，被説明変数を【訪問介護】，【訪問入浴】，【訪問看護】，【訪
問リハ】，【通所介護】，【通所リハ】，【ショートステイ】の 7つとし，それぞれの利用者数は表
1のとおりである．
要介護者の健康状態を表す説明変数として，『要介護度』，『疾病（介護が必要となった原因）』，

『現在の心身の状況：歩行』，『日常生活の自立状況』，『通院期間』，『就床日数』を，家族介護力
を表す説明変数として『世帯状況』を，その他に家計の経済状況として『世帯年間所得金額』
を用いた．それぞれの変数の内訳項目については，以下のとおりである．

健康状態
・『要介護度』：表 2（参照：社会保険研究所, 2003, p. 57）のとおり「要支援」から「要介護
度 5」までの 6段階に分かれ，要介護者の身体状況を表現する．

表 1. 居宅介護サービス別利用者数．
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表 2. 要介護度別の概ねの状態．

・『疾病（介護が必要となった原因）』：「脳血管疾患（脳卒中など）」，「心臓病」，「がん」，「呼
吸器疾患」，「関節疾患」，「認知症」，「糖尿病」，「視覚・聴覚障害」，「骨折・転倒」，「脊髄損傷」，
「高齢による衰弱」，「パーキンソン」，「その他」，および「不明」の 14項目のうち 1つを選択
している．
・『現在の心身の状況：歩行』：「自分でできる」，「何かにつかまればできる」，「できない」
の 3段階に分かれる．
・『日常生活の自立状況』：「何らかの障害等を有するが，日常生活はほぼ自立しており独力
で外出できる」，「屋内での生活はおおむね自立しているが，介助なしには外出できない」，「屋
内での生活は何らかの介助を要し，日中もベッド上での生活が主体であるが座位を保つ」，「1

日中ベッド上で過ごし，排せつ，食事，着替において介助を要する」の 4段階に分かれる．
・『通院期間』：最も長く医療機関に通っている傷病について，通い始めてからの期間を回答
している．期間は，「通院なし」，「1週未満」，「1週 ∼ 1月未満」，「1月 ∼ 3月未満」，「3月 ∼ 6

月未満」，「6月 ∼ 1年未満」，「1年 ∼ 5年未満」，「5年 ∼ 10年未満」，「10年 ∼ 20年未満」，
から「20年以上まで」の 10段階に分かれている．尚，「通院なし」については，長く患ってい
る疾病がなく，医療機関にかかっていないことを意味し，データ整理を行い後から追加した項
目である．
・『就床日数』：調査の 1ヶ月間（平成 13年 5月）で健康上の問題で 1日中床についた日数
で，「ない」，「1∼3日」，「4∼6日」，「7∼14日」，「15日以上」の 5段階に分かれている．
家族介護力
・『世帯状況』：要介護者が属する世帯を「高齢者単独世帯（要介護者の 1人暮し）」，「高齢
者夫婦世帯（要介護者とその配偶者との 2人暮し）」，「高齢者夫婦世帯以外の 2人暮し（要介護
者とその配偶者以外の者との 2人暮し）」，「世帯員数 3∼7人」，「世帯員数 8∼9人」に分類．
その他
・『世帯年間所得金額』：「50万円未満 ∼ 300万円未満」，「300万円以上 ∼ 1000万円未満」，

「1000万円以上」の 3段階に分類．

要介護者の健康状態については，大日（2000, 2002a, 2002b）でみられるように『要介護度』
で一般的に表現される．しかしながら，本研究ではさらなる介護と医療との連携が必要である
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現在において，どの様な医療治療を必要としている要介護者がどの居宅介護サービスを利用し
ているのか探求するため，健康状態の変数を『要介護度』だけではなく，『疾病（介護が必要と
なった原因）』，『通院期間』についても使用する．これらの 2種類の変数の推定結果から，居
宅介護サービス別にどの疾病に対する医療行為が必要であるのか，また要介護者の医療機関へ
の通院程度はどれくらいなのか明らかになる．また，居宅介護サービスは，高齢者の社会的入
院や長期の介護施設入所に代わるサービスとして発展することが望まれており，『現在の心身
の状況：歩行』，『日常生活の自立状況』，『就床日数』の推定結果をみることで，寝たきりの状
態別に利用されている居宅介護サービスを明らかにし，社会的入院や介護施設入所に代わる居
宅介護サービスを探求する手がかりとなる．
家族介護力については，少子高齢化社会の影響を受け，高齢者のみの世帯が増加することが

予想されることから，これらの世帯がどの様な居宅介護サービスを必要としているのか明らか
にするため，「高齢者単独世帯」や「高齢者夫婦世帯」を項目に含む『世帯状況』を用いた．ま
た，大日（2000, 2002a, 2002b）でも同様に家族介護力に子供と別居しているか，高齢者単独世帯
か高齢者夫婦世帯かといった変数を用いている．
『世帯年間所得金額』については，大日（2002a）で，所得の上昇と共に介護サービスの利用

が増加することが報告されており，本研究においても，所得ごとに利用している居宅介護サー
ビスが異なるのか分析を行う．
図 1は以上の 8つの変数別に，居宅介護サービス別の利用率をグラフ化している．利用率と

は，それぞれの変数について，内訳別に総数を 100％とした場合の居宅介護サービスごとの利
用者数の割合である．例えば『要介護度』では，要支援と要介護度 1から 5のそれぞれに属す
る個体数をそれぞれ 100％としたときの，各居宅介護サービスでの利用者数の割合である．以
下，各変数に着目する．

・『要介護度』：【訪問介護】，【訪問看護】，【訪問入浴】は，要介護度が重くなるに従い利用
者が増加している．【通所介護】，【通所リハ】は，「要介護度 2」もしくは「要介護度 3」までは
要介護度が重くなるに従い利用が増加し，その後減少する．
・『疾病（介護が必要となった原因）』：他の居宅介護サービスと比較して【通所リハ】と

【ショートステイ】では「認知症」が，【訪問介護】と【訪問看護】では「がん」の利用者が多い．
・『現在の心身の状況：歩行』：通所系サービスである【通所介護】と【通所リハ】では，歩
行が不自由であるほど利用が減少している．一方，訪問系の【訪問介護】，【訪問看護】，【訪問
入浴】，【訪問リハ】では逆に増加している．【ショートステイ】では，訪問系と同様に，歩行
が不自由なほど利用率が高くなっている．
・『日常生活の自立状況』：『現在の心身の状況：歩行』の結果と類似しており，通所系サービ
スでは要介護者の自立が難しくなると利用が減少し，逆に訪問系サービスでは増加している．
・『通院期間』：【訪問看護】と【通所介護】では，「1週未満」の利用率が高い．一方，【訪
問入浴】と【通所リハ】では「1週未満」の利用率が低い．いずれの居宅介護サービスでも「1

年 ∼ 5年未満」，もしくは「5年 ∼ 10年未満」を超えると，利用率は通院期間別に大きく変わ
らない．
・『就床日数』：通所系では「4∼6日」以降であると利用が減少している．訪問系では就床
日数が長くなるほど利用が増加しており，【訪問看護】，【訪問入浴】，【ショートステイ】では
「15日以上」になると急激に増加が見られる．
・『世帯状況』：【訪問介護】では「高齢者単独世帯」の利用率が最も高く，「世帯員数 3∼7

人」が最も低い．【通所介護】では「世帯員数 3∼7人」と「世帯員数 8∼9人」で世帯員数が多
い方が，世帯員数の少ない「高齢者単独世帯」，「高齢者夫婦世帯」，「高齢者夫婦以外の 2人暮
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し」よりも利用率が高い．
・『世帯年間所得金額』について，【通所介護】と【ショートステイ】で，年間所得金額が上
昇するほど利用率が増加している．【訪問介護】は「50万円未満 ∼ 300万円未満」での利用率
が最も高い．

3. 解析モデル

ロジスティックモデルやプロビットモデルは 2値変数に関するモデルであり，様々な分野の
解析において広く適用されている．しかしながら，これらの 2 値変数モデルを本論文の解析で
用いるには，それぞれの居宅介護サービス利用は独立に決定されるという前提が必要であり，
居宅介護サービス同士の利用の相関関係を考慮に入れることができない．本研究では，各居宅
介護サービスの利用が従属的に決定されているとし，どの居宅介護サービスが同時に利用され
ているのか明らかにすることを試みるため，複数回答を許しそれぞれ相関を持つような 2値変
数を同時に解析することができる多変量プロビットモデルを用いる．
多変量プロビットモデルの特徴は，居宅介護サービス別の同じ説明変数，もしくは必ず 1か 0

の値をとるダミー変数について，推定結果を居宅介護サービス別に横断的に比較することが可
能である点である．さらに，居宅介護サービスごとの利用の相関がわかり，どの居宅介護サー
ビス同士が同時に利用されているのか分析結果より明らかとなる．
使用した多変量プロビットモデルは以下である．今，nを標本数とし，i番目の個体に対して，

2値観測値 yij が p個得られたとし，そのベクトル表示を yi =(yi1, . . . ,yip)
′ で表す (i =1, . . . ,n)．

ここで，φp(z |µ,Σ) を平均 µ，分散共分散行列 Σ を持つ p 次元正規分布の密度関数とする．
つまり，

φp(z |µ,Σ) =

(
1

2π

)p/2

|Σ|−1/2 exp

{
−1

2
(z − µ)′Σ−1(z − µ)

}
,

である．このとき，xi = (xi1, . . . ,xik)′ を説明変数とする多変量プロビットモデルを yi にあて
はめたとき，その確率密度関数は以下のようになる．

f(yi |xi,β,Ω)=

∫
Rip

· · ·
∫

Ri1

φp(z |0,Ω)dz,(3.1)

ただし，β は βj を kj × 1 未知パラメータベクトル (j = 1, . . . ,p) としたとき，β1, . . . ,βp を並
べたベクトル β = (β′

1, . . . ,β
′
p)

′ であり，Ω は対角成分が 1である p × p相関行列である．さら
に Ri1, . . . ,Rip は以下のような区間として定義される．

Rij =

{
(−∞, x′

iDjβj) (yij = 1)

[x′
iDjβj ,∞) (yij = 0)

, (i = 1, . . . ,n;j = 1, . . . ,p).

ここで，Dj は j 番目の変量に対する説明変数の組合せを表す k × kj 行列である．例えば
xi =(xi1,xi2,xi3,xi4,xi5)

′ で，j 番目の変数は説明変数として xi1,xi3,xi4をとるとするならば，

Dj =




1 0 0

0 0 0

0 1 0

0 0 1

0 0 0




,

となる．
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未知パラメータ β と Ω の推定には，最尤法を用いる．つまり，β と Ω の推定量は，

β̂ =argmax
β

n∑
i=1

logf(yi |xi,β,Ω̂), Ω̂= argmax
Ω

n∑
i=1

logf(yi |xi, β̂,Ω),

で定義される．このような最大化を行うためには，多変量正規分布の密度関数の多重積分を求め
る必要があるが，本論文では，シミュレーションに基づくGeweke-Hajivassiliou-Keane（GHK）シ
ミュレーター（Geweke, 1991; Keane, 1990, 1994; Hajivassiliou and McFadden, 1998; Hajivassiliou

et al., 1996）により積分値を求め，最大化を行う．多変量プロビットモデルでの GHK シミュ
レーターに関しては Cappellari and Jenkins（2003）を参照していただきたい．
複数の候補のモデルにより最適なモデルを決定する方法として，情報量規準の最小化による

最適化を用いる．本論文の標本数が 1964 と大きいことから，Schwarz（1978）により提案され
たベイジアン情報量規準（Baysian Information Criterion; BIC）を用いることにする．（3.1）式に
おける BICは，

BIC =−2

n∑
i=1

logf(yi |xi, β̂,Ω̂) +

{
p∑

j=1

kj +
1

2
p(p − 1)

}
logn,(3.2)

である．実際，nが大きくなれば，データが持つノイズやパラメータの個体変動の影響が大き
くなる．そのとき，（3.1）式で与えられるモデルのようにすべての観測値に対して同一のパラ
メータにより記述されたモデルではあてはまりが悪くなり，−2

∑n
i=1 logf(yi |xi, β̂,Ω̂)を小さ

くするために必要以上の説明変数が必要となる．そのため，バイアス補正項が nに対して一定
である赤池情報量規準（Akaike’s Information Criterion; AIC, Akaike, 1973）やそのバイアス補
正規準量では，より多くの説明変数を持つモデルが最適なモデルであるとみなされやすくなる．
一方，BICのバイアス補正項は n が大きくなれば大きくなるので，AICが持つ大標本下での
欠点は回避されやすい傾向にある（����原, 2007, 等参照）．
もし，それぞれの変数が相関を持たず，つまり Ω= Ip であれば，多変量プロビットモデル

を用いなくても，それぞれの変数に対して個別にプロビットモデルを当てはめて解析すること
ができる．もちろん，実解析において，より簡単なモデル，より簡単な手法で妥当な結果を得
ることができれば，それにこしたことはない．そのため，

H0 :Ω= Ip vs H1 :Ω �= Ip,(3.3)

となる仮説検定（Kiefer, 1982）も重要となる．今，Ω= Ip としたときの βの推定量を β̂0 とす
る．つまり，

β̂0 = argmax
β

n∑
i=1

logf(yi |xi,β0,Ip),

である．このとき，帰無仮説 H0 の下で尤度比検定統計量，

T =−2

n∑
i=1

log

{
f(yi |xi, β̂0,Ip)

f(yi |xi, β̂,Ω̂)

}
,(3.4)

は漸近的に自由度 p(p− 1)/2の χ2分布に従うことが知られており，この χ2分布を用いて仮説
検定を行うことになる．

4. 解析結果

被説明変数は，それぞれの居宅介護サービス【訪問介護】，【訪問看護】，【訪問入浴】，【訪問
リハ】，【通所介護】，【通所リハ】，【ショートステイ】で，利用した場合を 1，利用していない
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表 3. 変数一覧表．

場合を 0とした．説明変数については，表 3のとおりで，『通院期間』と『就床日数 A』以外
は，すべて 1か 0の値をとる．国民生活基礎調査はアンケート調査であり，実数値で回答して
いる質問項目が少ない．『通院期間』と『就床日数 A』についても，実数値ではなく，あては
まる階級値を選択することで回答が行われている．よって双方の変数は，分析に際しそれぞれ
の階級の中位点となる値をあてはめて作成されている．
分析には，統計ソフトウエア Stataのプログラムmvprobit（Cappellari and Jenkins, 2003）に

よる多変量プロビットモデルを用いた．解析は表 4のとおり，4種類のモデルの分析を行った．
モデル�とモデル�は被説明変数すべてに同じ説明変数を用いており，モデル�と�は各被説
明変数に応じて，それぞれモデル�と�から使用する説明変数を選択している．
モデル�と�では，すべての『要介護度』，『疾病（介護が必要となった原因）』，『日常生活の

自立状況』，『世帯年間所得金額』，『世帯状況』の項目について，各居宅介護サービス利用の有
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表 4. 分析モデル．

無との関係を探求した．モデル�とモデル�の違いは，モデル�では『現在の心身の状況：歩
行』と『通院期間』が説明変数に含まれており，一方モデル�には含まれていない．モデル�
で『現在の心身の状況：歩行』を説明変数から省いた理由は，『現在の心身の状況：歩行』と
『日常生活の自立状況』は図 1の結果が類似したため，いずれか一方を使用することで分析が
可能であると察したからである．『通院期間』については，図 1で「1週未満」での結果が各居
宅介護サービスごとに異なっている以外は，長期間慢性的に医療機関を利用していることが，
居宅介護サービス利用を決定する要因であるかは不明であるため，モデル�では説明変数に加
えなかった．『就床日数』について，モデル�では実数値をあてはめた『就床日数 A』を説明
変数に使用し，モデル�では，図 1の結果から「15日以上」での急激な利用率増加に対応して
「15日以上」をダミー変数とした『就床日数 B』を使用している．
モデル�と�の説明変数については，それぞれモデル�とモデル�の説明変数をもとに，

図 1の結果より利用を決定していると思われる項目を以下の理由から選抜した．

・『要介護度』：図 1より【訪問介護】では「要介護度 4」と「要介護度 5」で急激な増加が見
られることから，モデル�では「要介護度 5」をモデル�では「要介護度 4」と「要介護度 5」
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を使用した．同様に，【訪問入浴】，【訪問看護】，【訪問リハ】，【ショートステイ】についても，
利用の増加が急激にみられる要介護度以降を使用した．【通所介護】と【通所リハ】は，「要支
援」と「要介護度 4」もしくは「要介護度 5」以降で利用が減少していることから，中間の「要
介護度 1」から「要介護度 3」もしくは「要介護度 4」までを使用した．
・『疾病（介護が必要となった原因）』：図 1とモデル�と�の分析結果から使用する項目を
選択した．また「認知症」については，患っている要介護者に対しては，認知症行為の見守り
やあずかりといった対応が介護に必要であり，同じ空間で「認知症」でない要介護者と同時に
サービス提供が困難であるなど介護に対するニーズが異なる．よって，「認知症」の有無によ
り利用が行われやすい居宅介護サービスとそうでないものがあることが予想され，モデル�で
は【通所リハ】以外に「認知症」を加えることとした．尚，【通所リハ】に「認知症」を加えな
かった理由は，本稿を作成する上で試行錯誤に多変量プロビットモデルを分析した結果，【通
所リハ】に「認知症」を用いても有意な結果に至る事がなかったためである（詳細は，医療経
済研究機構, 2006b, を参照）．
・『現在の心身の状況：歩行』：図 1より「できない」での利用率が「自分でできる」，「何か
につかまればできる」と比較し，急激に高くもしくは低くなる居宅介護サービスがみられるこ
とから，モデル�ではすべての被説明変数について「できない」を説明変数として加えた．
・『日常生活の自立状況』：モデル�と�および図 1の結果より，使用する項目を選択した．

『現在の心身の状況：歩行』と同様に，状況が悪化すると利用率が急激に高くなる訪問系サー
ビスについては，「屋内での生活は何らかの介助を要し，日中もベット上での生活が主体であ
るが座位を保つ」や「1日中ベット上で過ごし，排せつ，食事，着替えにおいて介護を要する」
を説明変数に加えた．一方，通所系サービスについては，図 1より状況別の利用率の変化が大
きくはなかったことから，モデル�では使用していない．
・モデル�と�の『世帯年間所得金額』とモデル�での『通院期間』：モデル�と�で有意
であった変数を加えた．
・モデル�の『就床日数 B』：図 1より「15日以上」で利用率が大きく変化した居宅介護サー
ビスについて「15日以上」を説明変数として加えている．
・『世帯状況』：今後，増加が予想されれる「高齢者単独世帯」と「高齢者夫婦世帯」を中心
にモデル�と�で有意であった項目を説明変数として使用した．

モデル�から�の BICの値を表 5に示す．モデル�と�ではモデル�が，同様にモデル�と
�ではモデル�の方が BIC値がよかったことから，分析において説明変数に『現在の心身の状
況：歩行』と『日常生活の自立状況』との両者を使用する必要はなく，一方の『日常生活の自
立状況』でよいことがいえる．さらに『通院期間』については，モデル�の【訪問介護】での
みマイナスで有意であったことから，慢性的な医療機関の利用の有無は居宅介護サービス利用
に大きな影響は与えていないことがいえる．以下では最も BIC値のよかったモデル�の分析
結果について表 6で触れる．

・訪問系サービスの分析結果：【要介護度】や【日常生活の自立状況】が重篤であると利用が
多く，「要支援」，「要介護度 1」や「何らかの障害等を有するが，日常生活はほぼ自立しており
独力で外出できる」，「屋内での生活はおおむね自立しているが，介助なしには外出できない」

表 5. モデル別 BIC．
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では利用が少ない．中でも【訪問入浴】，【訪問看護】については，『就床日数』が「15日以上」
であると利用が増加している．『疾病（介護が必要となった原因）』の推定結果から，「認知症」
の要介護者は他の疾病の要介護者と比較して【訪問介護】の利用が多く，【訪問入浴】，【訪問看
護】，【訪問リハ】の利用は少ない．「がん」を患う要介護者は，【訪問介護】と【訪問看護】を
多く利用している．『世帯状況』では，「高齢者単独世帯」がすべての訪問系サービスの利用で
世帯員数 3人以上の世帯と比較して多く，「高齢者夫婦世帯」は，【訪問介護】，【訪問リハ】で
の利用が多かった．『世帯年間所得金額』について，【訪問介護】の利用が「300万以上 ∼1000

万未満」で少なかった．
・通所系サービスの分析結果：「要支援」と「要介護度 5」の要介護者による利用が少なく，
中間の「要介護度 1」から「要介護度 3」もしくは「要介護度 4」までの利用が多い．『就床日

表 6. モデル�での多変量プロビット分析結果．
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表 6. つづき

数』は「15日以上」の要介護者での利用が 15日未満と比較して少なく，寝たきりに近い高齢者
の通所系サービス利用は少ない．『疾病（介護が必要となった原因）』では，【通所介護】で「脳
血管疾患」と「認知症」の要介護者の利用が他の疾病と比較して多く，【通所リハ】では「心
臓病」，「関節疾患」，「高齢による衰弱」が少なかった．『世帯状況』について，【通所介護】は
「高齢者単独世帯」，「高齢者夫婦世帯」，「高齢者夫婦世帯以外の 2人暮し」に属する要介護者
の利用が世帯員数 3人以上の世帯と比較して少なく，【通所リハ】では，「高齢者夫婦世帯」が
少なかった．『世帯状況』の結果より，家族介護力の高い世帯に属する要介護者の通所系サー
ビスの利用が多くみられた．『世帯年間所得金額』では有意な結果はみられなかった．
・【ショートステイ】の分析結果：「要支援」と「何らかの障害を有するが，日常生活はほ
ぼ自立しており独力で外出できる」の要介護者と比較して，両者以外のすべての『要介護度』
と『日常生活の自立状況』に属する要介護者で利用が多い．『疾病（介護が必要となった原因）』
では，「認知症」と「視覚・聴覚障害」を患っている要介護者の利用が他の疾病と比較して多
い．『世帯状況』では，「高齢者夫婦世帯」での利用は少なく，「世帯員数 8∼9人」の利用が他
の世帯状況と比較して多い．『世帯年間所得金額』は，「300万未満」と比較して，「300万以上
∼1000万未満」，「1000万以上」の両方に属する要介護者での利用が多かった．

表 6の分析結果より，各居宅介護サービスの利用の相関関係を表 7にまとめた．表 7の「＋」
と「－」の印がついている居宅介護サービスは，互いの相関係数がそれぞれ正と負で，5％有
意な結果である．訪問系サービスをみると，各サービスの相関が正の 5％有意であり，訪問系
サービス内で同時にサービス利用が行われている様子が見られる．通所系サービスでは，【通
所介護】と【通所リハ】が負の有意であり，【通所介護】と【通所リハ】が同時に利用されてい
ることは多くなかった．訪問系サービスと通所系サービスの関係をみると，【訪問入浴】，【訪
問看護】，【訪問リハ】は【通所介護】と，【訪問介護】，【訪問入浴】は【通所リハ】と，それぞ
れの相関係数が負で有意であることから，訪問系サービスと通所系サービスのいずれか一方が
利用されている傾向がややみられる．これは，例えば通所系サービスの提供先で入浴が行われ
ているなど，訪問系サービスが一部，通所系サービスにて提供されていることと，先の分析結
果より，要介護者自らの力で移動することが困難な身体状況では，通所系サービスが利用しに
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表 7. 居宅介護サービス利用の相関結果．

くく，双方のサービスに対するニーズが異なるためと予想される．【ショートステイ】は，【通
所介護】とのみ相関係数が正の有意であり，これは短期入所中にその他の居宅介護サービスを
受けることがないためと，【通所介護】を利用する施設で【ショートステイ】が同時に提供さ
れていることが考えられる．以上の結論が相関係数が有意であることから見られるものの，
表 6の相関係数の大きさから，相関があると断定できる利用の組合せはなかった．
今，p =7であるので，式（3.4）での仮説検定統計量は，帰無仮説H0 :Ω= Ipの下で自由度 21

の χ2 分布に漸近的に従う．実際にモデル� で検定統計量を計算したところ，その値は 165.1

となり，仮説は優位水準 1％で棄却される．そのため，このデータでは変数を個別にプロビッ
トモデルをあてはめるのではなく，それぞれ相関を入れて同時に多変量プロビットモデルをあ
てはめた方が良いことがわかる．

5. おわりに

本研究では平成 13年国民生活基礎調査の個票データを用い，多変量プロビットモデルによ
る居宅介護サービスの利用状況について，要介護者の健康状態と家族介護力の双方の点から分
析を行った．
分析結果から，健康状態が悪くベッドでの生活が長いと，訪問系サービスが通所系サービス

よりも利用されている．特に【訪問入浴】と【訪問看護】は，1ヶ月に「15日以上」の寝たき
りの高齢者が利用しており，【訪問看護】については「がん」を患っている要介護者が多く見
られた．このことから，【訪問看護】における「がん」の要介護者に対する両サービス提供の
整備を重点的に進めてゆくことが，医療と介護サービスの連携を早急に広げることになると窺
える．「認知症」要介護者については，【訪問介護】，【通所介護】，【ショートステイ】に多かっ
たことから，これらの居宅介護サービスは「認知症」の要介護者とそうではない要介護者に特
化した 2種類の居宅介護サービスの提供を思案に入れるべきかもしれない．家族介護力では，
「高齢者単独世帯」の利用が多かったのは訪問系居宅介護サービスすべてで，「高齢者夫婦世帯」
では【訪問介護】，【訪問看護】，【訪問リハ】であった．逆に家族介護力の高い世帯員数が 3人
を越えると通所系サービスの利用が多く，同様に【ショートステイ】でも「世帯員数 8∼9人」
での利用が多かった．大日（2002a, 2002b）では，家族介護が介護サービスにとってそれぞれ補
完的，代替的であるという相反した結果が述べられており，本研究で各居宅介護サービスごと
に家族介護力との関係をみると，訪問系は代替的で，通所系は補完的であった．訪問系は今後
の「高齢者単独世帯」や「高齢者夫婦世帯」の増加と共に，利用者が増加する可能性が示唆さ
れる．一方，通所系は要介護者を抱えた世帯を支えるサービスとしての機能と，要介護度の重
い利用者が少ないことから，要介護状態が軽くしかしながら自力での生活は難しい高齢者のあ
ずかりと介護予防に関するサービス提供の拠点となりえるかもしれない．
最後に，本研究で得られた解析結果は常識的に予想されるものであった．そのため，多変量

プロビットモデルを用いた解析法は，十分に実解析に適用可能であると考えられる．
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A multivariate probit model is used to analyze multiple sets of binary data correlating
each other. The purpose of this research is to study the applicability of the multivariate
probit model to utilization of home long-term care services, based on questionnaire data
on long-term care in the comprehensive survey of living condition of the people on health
and welfare. This is a national survey in Japan carried out by the health, labor and welfare
ministry, and respondents (sample) are selected nationwide. The analysis results showed
that home-visit care services were often used by the elderly who were in a poor state of
health and were in small-household family unit. In-facility care services were preferred
by the elderly with middle-state (between poor and good) health and were in a large-
household family units, and short-stay service users were preferred for every health state
except good for large-household units. For jointly used combinational services, home-visit
care services and in-facility care services were not often used together, because the needs
for these two kinds of long-term care services are different. Since these analysis results
made sense, we confirm that the multivariate probit model was well applicable to analysis
long-term care utilization in the national survey data.

Key words: Comprehensive survey of living condition of the people on health and welfare, home long-
term care utilization, long-term care insurance system, multivariate binary data, multivariate probit
model.


